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日本放送協会 理事会議事録 

               （２０２１年６月２２日開催分）  

２０２１年 ７月９日（金）公表 

 

＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会                          

                            

＜会  議  日  時＞ 

２０２１年６月２２日（火） 午前１０時３０分～１０時５０分 

 

＜出   席   者＞ 

前田会長、正籬副会長、松坂専務理事、板野専務理事、 

角専務理事、若泉理事、松崎理事、小池理事、田中理事、 

林理事、児玉理事・技師長、伊藤理事 

※高橋監査委員は欠席 

 

＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 

 

＜議        事＞ 

前田会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）日本放送協会令和２年度業務報告書について 

（２）令和２年度予算総則の適用について 

（３）日本放送協会令和２年度財務諸表について 

（４）令和２年度ＮＨＫ連結決算について 

（５）中央放送番組審議会委員の委嘱について 

 

２ 報告事項 

（１）地方放送番組審議会委員の委嘱について 
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（２）２０２０年度関連団体の事業運営状況等について 

（３）第一共同ビルの建替えについて 

（４）２０２０年度 ＮＨＫと関連団体との取引の公表について 

 

３ 審議事項 

（６）第１３８０回経営委員会付議事項について 

 

議事経過 

 

１ 審議事項 

（１）日本放送協会令和２年度業務報告書について 

（経営企画局） 

日本放送協会令和２年度業務報告書について、審議をお願いします。 

 業務報告書は、放送法第７２条の規定に基づき、ＮＨＫが各年度に行

った業務の内容を取りまとめ、総務大臣に提出するものです。放送法施

行規則第３０条で定められている記載事項に沿った章立てで作成してい

ます。 

 令和２年度から、新たに第９章「内部統制に関する体制等及びその運

用状況」を加え、１２の章と資料による構成で、年度内の業務の執行に

関する事実を記載しています。 

 本報告書の内容が了承されれば、本日開催の第１３８０回経営委員会

に諮ります。経営委員会の議決を得られた後で、監査委員会の意見書を

添えて、財務諸表とともに総務大臣に提出します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３８０回経営委員会に諮ります。 

 

（２）令和２年度予算総則の適用について 

（経理局） 

 令和２年度決算にあたり、令和２年度予算総則の適用について、審議

をお願いします。 

 予算総則は、国会承認を受けた収支予算書に定めた予算の相互流用や

建設費予算の繰越しなど、予算の運用等に関する規定です。 
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 令和２年度の予算総則の適用については、一般勘定の事業収支におい

て、第４条第１項による予算の流用を行うこととします。また、一般勘

定の資本収支において、第５条第１項による翌年度への建設費予算の繰

越しと同条第２項による前年度からの建設費予算の繰越しを行うことと

します。 

 さらに、有料インターネット活用業務勘定の事業収支において、第４

条第 1項による予算の流用と、第７条による増収額の振当てを行うこと

とします。 

本件が了承されれば、本日開催の第１３８０回経営委員会に諮ります。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３８０回経営委員会に諮ります。 

 

（３）日本放送協会令和２年度財務諸表について 

（経理局） 

 日本放送協会令和２年度財務諸表を取りまとめましたので、審議をお

願いします。今年度は新型コロナウイルス感染症により、事業活動に様々

な制約が生じ、収入・支出両面にわたって大きな影響がでています。 

 資料は、「令和２年度財務諸表」、「独立監査人の監査報告書」、「令和２

年度決算説明資料」、および「２０２０年度（令和２年度）決算概要」の

４点です。 

 まず、令和元年度決算との比較です。 

 一般勘定の事業収入は２６２億円減の７,１２１億円となりました。こ

のうち受信料は、令和元年１０月から実施の値下げ等により、２２０億

円減の６,８９５億円でした。 

 一方、事業支出は、２９３億円減の６,８７０億円となりました。以上

により、事業収支差金は令和元年度に比べ、３０億円増の２５１億円と

なりました。 

 建設積立資産については、放送センター建替支援業務・工事監理業務

の実施に伴い、０.９億円を取り崩しました。 

 財政安定のための繰越金は、令和元年度末の１,２８０億円に対し、事

業収支差金の２５１億円と資本収支差金５８億円の合計３０９億円を繰

り入れ、令和２年度末の残高は１,５９０億円となりました。 
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 次に、一般勘定、有料インターネット活用業務勘定、および受託業務

等勘定の３つを合わせたＮＨＫ全体の状況についてです。２年度末の資

産総額は１兆２,６８１億円となり、自己資本比率は６４.３％となりま

す。また、２年度の経常事業収入は７,１３７億円、当期事業収支差金は

２６８億円となりました。 

以上については、監査法人から「独立監査人の監査報告書」を受領し

ており、監査の結果、「全ての重要な点において適正に表示しているもの

と認める」との監査意見が表明されています。 

以上の内容が了承されれば、放送法第７４条の規定に基づき、本日開催

の第１３８０回経営委員会に諮り、議決を経たうえで、監査委員会およ

び会計監査人の意見書を添えて、総務大臣に提出します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３８０回経営委員会に諮ります。 

 

（４）令和２年度ＮＨＫ連結決算について 

（経理局） 

 令和２年度のＮＨＫ連結決算について取りまとめましたので、審議を

お願いします。連結の範囲については連結子会社１１社、持分法適用会

社１社の計１２社で、前年度から１社減少しました。これは株式会社Ｎ

ＨＫエンタープライズと株式会社ＮＨＫプラネットが合併したことによ

るものです。 

 資料は、「令和２年度連結財務諸表」、「独立監査人の監査報告書」、お

よび「２０２０年度（令和２年度）決算概要」の３点です。 

 連結決算における経常事業収入（売上高）は、令和元年１０月から実

施の受信料値下げ等により前年度に比べ４０８億円減の７,５５４億円

となりました。経常事業支出は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

るイベントの中止や番組制作の支出減等により４７９億円減の７,３０

６億円となり、当期事業収支差金（純利益）は前年度に比べ５９億円増

の２８７億円となり、減収増益となりました。 

 経常事業収入（売上高）の内訳については、ＮＨＫは受信料の減収等

により、前年度と比べ２２１億円減の７,１０１億円でした。子会社の売

り上げは４５３億円で、イベント中止や講座休業により、前年度に対し
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て１８６億円の減少となりました。 

 ２年度末における資産合計は１兆３,８５１億円で、前年度末に比べ４

６４億円増加しました。 

なお、連結財務諸表についても、ＮＨＫ単体の財務諸表と同様に、監

査法人から「独立監査人の監査報告書」を受領しており、監査の結果、「全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める」との監査意見

が表明されています。 

本件が決定されれば、本日開催の第１３８０回経営委員会に報告しま

す。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

注：「令和２年度連結財務諸表」関連の資料は、ＮＨＫのウェブサイト「Ｎ

ＨＫオンライン」の「経営に関する情報」に掲載しています。 

 

（５）中央放送番組審議会委員の委嘱について 

（正籬副会長） 

中央放送番組審議会委員の委嘱について、審議をお願いします。 

柴田岳氏（読売新聞大阪本社代表取締役社長）に、２０２１年７月１

日付で再委嘱したいと思います。 

本件が了承されれば、本日開催の第１３８０回経営委員会に諮ります。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３８０回経営委員会に諮ります。 

 

２ 報告事項 

（１）地方放送番組審議会委員の委嘱について 

（正籬副会長） 

地方放送番組審議会委員の委嘱について、報告します。 

東北地方で佐々木裕司氏（東北電力株式会社常務執行役員）、北海道地

方で金山準氏（北海道大学大学院メディア・コミュニケーション研究院

准教授）と西田一博氏（有限会社厚岸清掃社代表取締役専務）に２０２

１年７月１日付で新規委嘱します。 
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また、近畿地方の黒木麻実氏（公益社団法人全国消費生活相談員協会

関西支部副支部長）、中部地方の岡安大助氏（中日新聞社取締役）、北海

道地方の今村江穂氏（認定ＮＰＯ法人子どもと文化のひろば ぷれいお

ん・とかち理事長）と船山大介氏（特定非営利活動ＮＰＯ法人Ｎｏ Ｌ

ｉｍｉｔｓ理事長）に、同日付で再委嘱します。 

なお、東北地方の八代浩久氏（東北インフォメーション・システムズ

株式会社取締役社長）は、任期満了により２０２１年６月３０日付で退

任されます。 

本件は、本日開催の第１３８０回経営委員会に報告します。 

 

（２）２０２０年度関連団体の事業運営状況等について 

（関連事業局） 

２０２０年度関連団体の事業運営状況等について報告します。 

最初に、関連団体の決算概要です。子会社１１社の売上高は、新型コ

ロナウイルス感染症の影響で全社減収となり、２０１９年度決算に対し

３７２億円減の２,２５１億円となりました。当期純利益は２０１９年度

決算に対し３２億円減の３０億円となりましたが、各社、コスト削減に

取り組んだこと、年度末に番組制作の受注が回復したことなどにより、

ＮＨＫプロモーション、ＮＨＫ文化センターを除く９社で黒字を確保し

ました。 

ＮＨＫプロモーションについては、展覧会の中止・延期等で大幅な減

収となり、最終損益は５.２億円の赤字となりました。ＮＨＫ文化センタ

ーは年度初頭の緊急事態宣言に伴う全支社休業などが影響し、最終損益

は９.９億円の赤字となりました。赤字となった２社の資金状況は年度中

盤の想定よりも安定してきています。 

ＮＨＫ取引における営業利益は３１億円でした。営業利益率は１.９％

で、２０１９度を０.６ポイント下回りました。この決算に伴う２０２１

年度の配当額について、総額２２.１億円、うちＮＨＫ受取額は１５.９

億円の予定です。新型コロナウイルス感染症の影響で赤字となったＮＨ

Ｋプロモーション、ＮＨＫ文化センターの２社に加え、財務体質の維持・

強化が必要な日本国際放送とＮＨＫビジネスクリエイトについても配当

を見送る方針です。 

 ＮＨＫへの副次収入についてです。関連団体から収納した副次収入は
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４１.７億円でした。新型コロナウイルス感染症の影響などで２０１９年

度決算に比べ１６.０億円の減収となりました。 

 関連公益法人等の決算概要についてです。ＮＨＫサービスセンターは

減収となりましたが、年金制度の見直しなどコスト削減に取り組んだこ

とから正味財産増減額は１.９億円の増となりました。ＮＨＫ交響楽団は

演奏会収益が大きく減ったことから減収となりましたが、減収幅を上回

る経常費用の減少により、正味財産増減額は２０１９年度から改善して

います。 

健保・共済会の決算概要についてです。日本放送協会健康保険組合の

一般勘定は新型コロナウイルス感染症の影響による保険給付費等の支出

の減少により、一般正味財産は５.４億円の増となりました。ＮＨＫ共済

会の一般会計の一般正味財産は１.７億円の増となりました。 

関連団体からの事前協議等の概要についてです。関連団体運営基準第

１２条、１３条、１４条に基づき、２０２０年４月から２０２１年３月

末日までの間に、関連団体から事前協議の申請を受け、回答を打ち返し

た件数は６２件でした。また、同期間に関連団体から事前説明の申請を

受け、説明を受けた件数は５９件でした。 

外部の監査法人による業務運営状況調査の結果についてです。関連団

体運営基準への準拠性の調査において、検出事項が１件ありました。Ｎ

ＨＫインターナショナルにおいて事前協議の書面が作成されていなかっ

たもので、当該団体には手続きの徹底を指導しました。 

最後に、第３７回「関連団体事業活動審査委員会」（以下、「委員会」）

の概要についてです。委員会は関連団体運営基準第２１条に基づき、関

連団体の事業活動について、外部から意見・苦情を受け付け、その適正

性や、適正性を確保する取り組み等を審査するために設置しています。 

 委員会は２０２１年４月２３日に開催し、２０２０年度下半期の委員

会の活動状況報告、関連団体の管理状況の報告、関連団体業務運営状況

調査の結果の報告、事業運営・事業活動の適正性を確保するための取り

組み状況の報告を行いました。 

本件は、一部を除き、本日開催の第１３８０回経営委員会に報告しま

す。 

 

（３）第一共同ビルの建替えについて 
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（関連事業局） 

 第一共同ビルの建替えについて、報告します。 

ＮＨＫビジネスクリエイトが所有する第一共同ビルは、建築から４８

年が経過し、老朽化が進んでいます。そこでＮＨＫビジネスクリエイト

と、ビルに入居しているＮＨＫ出版が資金協力について基本協定を結び、

ＮＨＫグループ改革に対応する新しいビルに建て替えることになりまし

た。 

１９７２年１２月に建設された現在のビルは、老朽化が進み、地下 2

階部分で漏水が確認されています。また古い耐震基準で建設されたため、

その後、補強を行っていますが、十分ではありません。セキュリティ面

でも課題があります。 

建て替えるビルは新しい建築基準で建設し、２０２５年頃の入居を目

指しています。 

点在する関連団体のオフィスを可能な限り集約し、グループの働き方

やオフィス改革に対応していきます。 

 

３ 審議事項 

（６）第１３８０回経営委員会付議事項について 

（経営企画局） 

本日開催の第１３８０回経営委員会の付議事項について、審議をお願

いします。 

付議事項は、議決事項として、「日本放送協会令和２年度業務報告書に

ついて」、「令和２年度予算総則の適用について」、「日本放送協会令和２

年度財務諸表について」および「中央放送番組審議会委員の委嘱につい

て」です。また、報告事項として、「令和２年度ＮＨＫ連結決算について」、

「２０２０年度関連団体の事業運営状況等について」、「２０２０年度 

ＮＨＫと関連団体との取引の公表について」、「２０２０年度末 都道府

県別推計世帯支払率について」および「地方放送番組審議会委員の委嘱

について」です。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
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以上で付議事項を終了した。 

 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

      ２０２１年 ７月６日 

 

                 会 長  前 田 晃 伸 


